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専門家派遣，資機材
供与，研修

産業振興関連ボランティア派遣 JOCV/SV

産業振興
プログラム

農業・水産・観光分野では、ボランティア
派遣、研修等による技術・能力の向上を
目指す。

国際漁業振興協力事業 農林水産省技協

産業振興関連研修 課題別研修他

インフラ整備関連草の根・人間の安全保障無償 草の根無償 0.32

インフラ整備・維持管理能力強化関連ボランティア派遣 JOCV/SV

2.00

コスラエ州電力供給改善計画協力準備調査 協準

途上国の要望を踏まえた工業用品等の供与 ノンプロ

11.10

0.14国内海上輸送能力向上計画協力準備調査 協準

国内海上輸送能力向上計画 無償

国別援助方針　別紙

対ミクロネシア連邦　事業展開計画 

基本方針
（大目標）

　　環境に配慮した持続的経済成長と国民の生活水準の向上

重点分野１
（中目標）

脆弱性の克服

2013
年度
以前

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

開発課題１－１
（小目標）

経済成長基盤
の強化

【現状と課題】
ミクロネシアでは我が国の協力等により各州の道路、港湾、電力等のインフラ整備が進められてきたが、いまだ経済活動や
住民生活に欠かせない最低限の基礎インフラが不足している状態にある上、既存のライフラインに係るインフラについても十
分な管理が行われていない。例えば、故障した発電施設の復旧が行なわれていない状況が認められるなど電力の安定的な
供給が必ずしも確実なものとなっていない。また、各州を往来する国内連絡船は、過去に我が国が供与した１隻のみが運行
しており、故障等により長期的に運用不可能となった場合は、各州間及び州内の離島間の輸送が滞る恐れが指摘されてい
る。
また、2023年のコンパクト自由連合協定による財政支援の終了に向けて、財政の自立化を始めとし、漁業や農業などの地場
産業の育成、観光部門の活性化などが不可欠である。

【開発課題への対応方針】
無償資金協力（草の根・人間の安全保障無償資金協力を含む）等による経済・社会インフラ整備の
支援を検討するとともに、運輸、通信、建設などの分野を中心に政府関係者の計画管理や維持管
理等の能力強化のため、ソフト面での支援も併せて行っていく。
また、ミクロネシアの財政的自立を支援するため、インフラ整備支援と並行して、商品価値を高める
農水産物加工技術開発や観光局の能力強化等の支援をボランティア派遣や研修員受入によって
行い、産業振興を支援する。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考

経済・社会インフラ
整備・維持管理

能力強化
プログラム

国内貨客船の新たな整備と既存船への
スペアパーツ供与を通じて、２隻体制とす
ることで、国内海上輸送サービスの改善
を図る。老朽化した電力インフラを改善し
エネルギー効率の改善を目指す。また、
既存インフラ維持管理能力向上のためボ
ランティア派遣等を実施する。



貧困削減日本基金北太平洋初等教育技術協力（ＪＦＰＲ－ＡＤＢ） マルチ

島嶼・遠隔地教育支援関連研修 課題別研修他

島嶼・遠隔地教育
支援プログラム

算数初等教育を中心に、ボランティア派
遣と研修員受入の組み合わせにより教員
の指導能力改善を図るとともに、草の根
無償協力により教育設備の改善を図り、
相乗効果による教育水準の向上を図る。
また、在外研修やＡＤＢ協力プロジェクトと
の連携による効果的な教員の質の改善
を行う。

0.32

2013
年度
以前

教育機能強化関連草の根・人間の安全保障無償 草の根無償

島嶼・遠隔地教育支援関連ボランティア派遣 JOCV/SV

スキーム

実施期間

開発課題１－４
（小目標）

教育機能強化

【現状と課題】
同国では、小学校の就学率は高いものの、学業成績不良、特に算数の成績不良が顕著であり、脱落する児童も多い。このよ
うな同国の教育の質を向上させるためには、教員の質の改善が急務であるが、現場で教鞭をとる教員は、全般的に教授法
や専門知識が不十分であり、効果的な教材開発も遅れていることから、教員養成や研修制度の改善に必要なインプットがで
きない状況である。

【開発課題への対応方針】
「新教育協力政策2011-2015」も踏まえ、算数初等教育を中心に、ボランティア派遣を中心とした教
員の質の向上に焦点を当てた支援を行うとともに、教育設備の改善に対する支援も行い、国全体
の教育レベルの底上げを図る。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名

島嶼型保健医療関連研修 課題別研修他

支援額

（億円）
備考

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

島嶼型保健医療関連ボランティア派遣 JOCV/SV

2017
年度

2018
年度

0.10

島嶼型保健医療
改善プログラム

連邦政府保健社会福祉省及び州政府保
健局や州立病院へのボランティア派遣に
より、病院管理や医療機材・医薬品の保
守管理指導を行うとともに、健康・栄養指
導等のボランティア派遣により生活習慣
病の予防・改善対策指導を行なう。

保健医療関連草の根・人間の安全保障無償 草の根無償

感染症対策医療特別機材（フィラリア） 個別機材 0.10

開発課題１－３
（小目標）

保健医療サービス
の向上

【現状と課題】
医療機材の老朽化や医薬品自体の不足に加え、適切な維持管理能力を持つ人材が不足しており、資機材の確保とともに人
材育成が急務となっている。また、感染症疾患に加え、近年ミクロネシアでは、糖尿病、心臓病などの生活習慣病患者が急
増しており、食生活の改善と適度な運動の両側面からの対策が必要となっている。

【開発課題への対応方針】
今後も引き続き、「国際保健政策2011-2015」も踏まえ、連邦政府及び各州政府の保健医療関連組
織へのボランティア派遣及び研修を中心とした、生活習慣病対策や予防接種プログラムにおける
医療スタッフの技術向上への支援等を行っていく。
また、フィラリア症撲滅計画（PacELF）による機材供与を引き続き実施していく。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

ガバナンス強化関連研修 課題別研修他

実施期間
支援額

（億円）
備考2013

年度
以前

2014
年度

2015
年度

2016
年度

プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考2013

年度
以前

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

開発課題１－２
（小目標）

ガバナンス強化

【現状と課題】
同国政府は、米国との自由連合盟約（コンパクト）による資金に国家歳入の50％を依存している。コンパクト資金の供与期限
を迎える2023年までに,より自立的な経済に移行するためには同資金に相当する資金源の確保が不可避の課題となってい
る。

【開発課題への対応方針】
マクロ経済と財政改革に関する助言、海外投資導入促進のための諸対策にかかる提言及びコン
パクト資金による財政支援終了後の財政運営を審議する2023年計画委員会への提言を中心に、
専門家派遣による技術的な支援を行う。

協力プログラム名 協力プログラム概要
2018
年度

ガバナンス強化
プログラム

米国コンパクト資金終了後の経済的な自
立に向けて、連邦政府の行政官によるガ
バナンスや国家予算管理にかかる能力
強化を目指して専門家を派遣する。

大統領財政顧問 個別専門家



島嶼における
循環型社会形成
支援プログラム

広域技プロにより廃棄物管理戦略の作
成、草の根無償資金協力により資機材を
供与するとともに各種研修及びボランティ
ア派遣により管理能力向上を図ることに
より、廃棄物管理の改善・向上を目指す。

廃棄物管理関連草の根・人間の安全保障無償（2件） 草の根無償

水衛生管理に係る能力強化 国別研修

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修）、「ＪＯＣＶ」（＝青年海外協力隊）、「ＳＶ」（＝シニア海外ボランティア）、「第三国専
門家」、「第三国研修」、「現地国内研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型））、「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・ＪＩＣＡ以外の省庁及び独立行政法人等が実施している技術協力）、「民間提案型技協」（＝開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業）、
「無償」（＝以下に特記するサブスキームを除く全ての無償資金協力）、「ノンプロ」（＝ノン・プロジェクト無償及び中小企業ノン・プロジェクト無償資金協力）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償）、「日本ＮＧＯ」（＝日本ＮＧＯ連携無償）、「一般文化」（＝一般文化無償）、「草の根文化」（＝草の根文化無償）、「有償」（＝
円借款）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキーム）、「中小企業支援」（＝中小企業製品・技術とＯＤＡのマッチング事業「ニーズ調査」、「案件化調査」および「普及・実証事業」、かつ中小企業連携促進基礎調査）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）

ミクロネシア連邦ＰＥＣ基金プロジェクト マルチ

気候変動対策関連研修 課題別研修他

ＰＥＣ基金を活用した太陽光発電システ
ムを導入することにより電力供給におけ
る温室効果ガスの削減を目指す。また、
研修員受入やボランティア派遣により気
候変動対策や自然災害への対応能力の
強化を目指す。

気候変動対策関連ボランティア派遣 JOCV/SV

開発課題２－２
（小目標）

気候変動対策

【現状と課題】
同国は、気候変動の影響に対して脆弱であり、海面上昇による海岸浸食、離島における水不足、高潮等といった問題が発生
している。ミクロネシア政府はこれらの気候変動の影響への対策を進めるとともに、再生可能エネルギーの導入を推進するな
ど、温室効果ガスの排出削減と、化石燃料への依存度を低下させるための取組を、ドナーからの支援を受けつつ進めてい
る。

【開発課題への対応方針】
他ドナーや国際機関の動向を踏まえつつ、ＰＥＣ基金を活用した再生可能エネルギーの導入を支
援するとともに、研修により気候変動対策や自然災害への対応能力の強化を支援する。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考2013

年度
以前

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

気候変動
対策促進
プログラム

3.2million
 US dollars

大洋州地域廃棄物管理改善支援プロジェクト 技プロ

廃棄物管理改善関連研修 課題別研修他

廃棄物管理改善関連ボランティア派遣 JOCV/SV

2013
年度
以前

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

開発課題２－１
（小目標）

環境保全

【現状と課題】
同国では近年、生活様式の変化に伴う急激な固形廃棄物の増加に対し、廃棄物管理体制が実態に追いつかない状況となっ
ており、適正な処理が行われていない。そのような中、草の根無償資金協力によるコスラエ州の福岡方式廃棄物最終処分場
整備を契機として他州においても日本をはじめとするドナーの協力を得つつ、廃棄物最終処分場の整備やゴミ処理収集体制
の整備が進められている。

【開発課題への対応方針】
広域技プロ、各州環境保護局環境管理機関・処分場管理機関へのボランティア派遣、研修員受入
及び草の根無償資金協力の連携を通じて、引き続き太平洋地域環境計画（SPREP）の地域戦略に
沿った同国の廃棄物管理に対する取組を支援していく。

協力プログラム名 協力プログラム概要 プロジェクト名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考

0.10

重点分野２
（中目標）

環境・気候変動


